
資料 ７

1 

専門分析部会 設置規程 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人日本医療安全調査機構定款第４５条の規定に

基づき、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第６条の１６第６号に規定され

ている医療事故の再発の防止に関する普及啓発の実施の適正かつ確実な運営を

図るため専門分析部会を設置して、その任務、構成及び運営に関する必要な事

項を定めることを目的とする。 

（設置及び任務） 

第２条 医療法第６条の１１第１項の規定に基づき医療機関の管理者が行った医

療事故の調査の結果（以下「院内事故調査結果」という。）の報告により収集し

た事例を匿名化・一般化し、データベース化、類型化するなどして類似事例を

集積し、共通点・類似点を調べ、傾向や優先順位を勘案し、一般化・普遍化し

た報告の作成をするとともに、専門的見地からの詳細な分析及び医療機関の体

制・規模等に配慮した再発防止策の立案を行うために、再発防止委員会の下に

必要数の専門分析部会（以下「部会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第３条 各部会は、その検討課題について以下の事項を所掌する。 

(1) 医療機関からの医療事故の報告により収集した事例を匿名化・一般化し、

データベース化、類型化するなどして類似事例を集積し、共通点・類似点

を調べ、傾向や優先順位を勘案し、一般化・普遍化した報告を作成するこ

と

(2) 再発防止委員会が定めた検討課題について、専門的見地からの詳細分析及

び医療機関の体制・規模等に配慮した再発防止対策を検討すること

(3) 検討課題に対する検討結果を報告書に取りまとめ再発防止委員会へ報告す

ること

(4) 前号の報告のために、必要に応じて部会員が再発防止委員会へ出席するこ

と

（構成） 

第４条 部会は、医療の専門家で構成する。 

２ 前項に規定する委員のほか、専務理事が特別の事項を審議する必要があると

認めるときは、当該事項に関する専門的な学識経験を有する者を部会員とする

ことができる。 

３ 部会員は、総合調査委員会及び個別調査部会の委員を兼任することができる。 

４ 部会員は、再発防止委員会の委員を兼任することはできない。 
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（部会員の選任及び解任） 

第５条 部会員は、専務理事が検討課題ごとに選任し、解任する。 

 

（部会員の任期） 

第６条 部会員の任期は、検討課題ごとに答申までの間とする。 

 

（部会長） 

第７条 部会に部会長を置く。 

２ 部会長は、専務理事が指名して選定し、解職する。 

３ 部会長は、会務を総理し、部会を代表する。  

４ 部会長が欠けたとき又は事故あるときは、部会長があらかじめ指名する者が

その職務を代行する。 

 

（会議） 

第８条 部会長は、定期的に部会を招集、開催する。 

２ 部会は、委員の３分の２以上の出席によって開催することができる。  

３ 部会の審議及び議事録は、非公開とする。 

 

（情報の管理） 

第９条 部会で使用する資料は、分析に必要な情報とし、再発防止策等医療安全

に資する検討以外の目的には使用しないものとする。  

２ 部会員は、検討を行う際に知り得た情報を、第三者に漏洩してはならない。

この義務は、部会員を退任した後も同様とする。 

 

（庶務） 

第 10 条 部会の庶務は、医療事故調査・支援事業部分析班において処理する。 

２ 部会員への謝金は別途、業務経費取扱規程で定める。 

 

（雑則） 

第 11条 本規程に定められるもののほか、委員会の運営等に関し、必要な事項は、

専務理事が別に定める。 

 

 

附則（平成２７年８月３日理事会決議） 

この規程は、平成２７年８月１７日から施行する。 

 


